
○岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例 

昭和４１年１月２４日 

条例第３号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条の規定に基づき

岡谷市育英基金（以下「基金」という。）を設置し、その管理及び処分に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（平成１３条例３０・全改） 

（積立て） 

第２条 基金として次に掲げる金額を積み立てるものとする。 

(1) この基金から生ずる収入の額 

(2) 指定寄附金の額 

(3) その他歳入歳出予算で定める額 

（平成１３条例３０・全改） 

（管理及び運用） 

第３条 基金に属する現金は、この条例の定めるところにより育英資金（以下「資金」と

いう。）として貸付けるほか金融機関への預金、その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならない。 

２ 基金に属する保管現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に代えることがで

きる。 

（平成１３条例３０・一部改正） 

（運用益金の処理） 

第４条 保管現金の運用から生ずる収益は、岡谷市一般会計歳入歳出予算に計上して、こ

の基金に編入するものとする。 

（貸付の対象及び要件） 

第５条 資金の貸付を受けることができる者は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第１条及び第１２４条の規定による高等学校、高等専門学校、大学又は専修学校（以下

「学校」という。）の生徒及び学生で、次に掲げる要件を備えていなければならない。 

(1) 岡谷市に生活の本拠を有し、引き続き１年以上居住している者又はしていた者であ

ること。 



(2) 成績が優秀であること。 

(3) 経済的理由により就学が困難と認められること。 

(4) 独立行政法人日本学生支援機構その他の団体から別に学資等の貸与を受けていない

こと。 

２ 前項に定める者のほか、市長が特に必要と認めた者に対しても貸付することができる。 

（平成１３条例３０・全改、平成１６条例１２・平成１９条例２４・平成２８条

例４・一部改正） 

（貸付人員） 

第６条 貸付人員は、貸付志願者及び基金の状況を考慮して毎年度市長が定める。 

（貸付の決定） 

第７条 資金の貸付の許否は、奨学生選考委員会（以下「選考委員会」という。）の審査

を経て市長が決定する。ただし、災害等による年度途中での資金の貸付については、選

考委員会の審査を省略することができる。 

（平成１３条例３０・一部改正） 

（資金の種類及び金額） 

第８条 資金の種類は入学準備金及び奨学金とし、貸付金額は別表のとおりとする。 

（平成２３条例４・全改） 

（貸付条件） 

第９条 資金の貸付条件は次の各号に定めるところによる。 

(1) 利子 無利子とする。 

(2) 入学準備金の貸付方法 市長が別に定める方法による。 

(3) 奨学金の貸付期間 その学校における正規の就学期間内とする。 

(4) 償還方法 資金の貸付を受けた者は、市長が別に定める日から別表に定める期間以

内に、その全額を、年賦、半年賦、月賦又はその他の方法により償還しなければなら

ない。 

(5) 延滞利息 正当な理由がなくて資金の償還を遅延したときは、日数に応じ、年１０．

９５パーセントの割合による延滞利息を徴収する。 

２ 前項第５号に規定する延滞利息の額の計算の年当たりの割合は、閏年の日を含む期間

についても、３６５日当たりの割合とする。 

（昭和４５条例２８・平成１３条例３０・平成２３条例４・一部改正） 



（奨学金の休止） 

第１０条 奨学金の貸付を許可された者（以下「奨学生」という。）が休学し、又は停学

となったときは、その期間奨学金の貸付を休止する。 

（平成１３条例３０・平成２３条例４・一部改正） 

（奨学金の停止） 

第１１条 奨学生が次の各号の一に該当するときは、その翌月分から奨学金の貸付を停止

する。 

(1) 第５条に定める要件を欠くに至ったとき。 

(2) その他奨学生として不適当と認めるとき。 

（平成１３条例３０・平成２３条例４・一部改正） 

（退学、停止等の場合の資金の償還） 

第１２条 資金の貸付を受けた者が退学し、又は資金を辞退し若しくは停止されたときは、

市長が別に定める日から第９条の規定に準じて資金を償還しなければならない。 

（平成１３条例３０・平成２３条例４・一部改正） 

（償還猶予） 

第１３条 進学又は疾病その他正当な理由により市長が資金の償還を困難と認めたときは、

相当の期間その償還を猶予することができる。 

（償還免除） 

第１４条 資金の貸付を受けた者が、次の各号の一に該当したときは、資金の全部又は一

部の償還を免除することができる。 

(1) 資金償還完了前に死亡したとき。 

(2) 学校（次号に掲げるものを除く。）を卒業後、岡谷市に居住し、償還期間中引き続

き居住したとき。 

(3) 学校（医師を養成する課程に限る。）を卒業し、引き続き医師法（昭和２３年法律

第２０１号）第１６条の２第１項に規定する臨床研修を受けた後、市内の医療機関に

おいて市長が別に定める期間医師として業務に従事したとき。 

(4) その他市長が特別な理由があると認めたとき。 

（平成１３条例３０・全改、平成２３条例４・一部改正） 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。 



附 則 

１ この条例は、昭和４１年４月１日から施行する。 

２ 岡谷市育英基金設置条例（昭和４０年岡谷市条例第５号。以下「旧条例」という。）

は廃止する。 

３ この条例の施行前に、旧条例の規定によって積み立てられた基金は、この条例による

基金とする。 

附 則（昭和４５年条例第２８号） 

この条例は、昭和４６年１月１日から施行する。 

附 則（昭和４７年条例第１５号） 

１ この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例第８条の

規定は、昭和４７年度から始まる貸付者から適用し、昭和４６年度までの貸付者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（昭和５０年条例第６号） 

１ この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例第８条の

規定は、昭和５０年度から始まる貸付者から適用し、昭和４９年度までの貸付者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（昭和５１年条例第９号） 

この条例は、昭和５１年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５８年条例第７号） 

この条例は、昭和５８年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年条例第９号） 

この条例は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例の規定は、

平成２年度から始まる貸付者から適用し、平成元年度までの貸付者については、なお従



前の例による。 

附 則（平成１１年条例第１１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例の規定は、

平成１１年度からの奨学生に適用し、平成１０年度までの奨学生については、なお従前

の例による。 

附 則（平成１３年条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（貸付金額及び貸付条件に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例（以下「新

条例」という。）第８条及び第９条の規定は、平成１４年度からの奨学生に適用し、平

成１３年度までの奨学生については、なお従前の例による。 

（償還免除に関する経過措置） 

３ 新条例第１４条の規定は、平成１４年３月卒業の奨学生から適用し、新条例の施行の

際現に改正前の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例の規定により償還中

の者については、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年条例第１２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年条例第２４号） 

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の施行の

日から施行する。 

附 則（平成２３年条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例の規定は、

この条例の施行の日以後に入学準備金又は奨学金の貸付を受ける者について適用し、同



日前に奨学金の貸付の決定を受けた者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の岡谷市育英基金の設置、管理及び処分に関する条例の規定は、

この条例の施行の日以後に入学準備金又は奨学金の貸付の決定を受ける者について適用

し、同日前に入学準備金又は奨学金の貸付の決定を受けた者については、なお従前の例

による。 

別表（第８条、第９条関係） 

（令和６条例９・全改） 

(1) 入学準備金 

区分 金額 償還月数 

ア 大学（イに掲げるものを除く。） ２００，０００円以内 ４８月 

イ 大学（医師を養成する課程に限

る。） 

国公立 ６００，０００円以内 ７２月 

私立 １，２００，０００円以内 

(2) 奨学金 

区分 金額（月額） 償還月数 

ア 高等学校 国公立 ３０，０００円以内 １２０月 

私立 ３５，０００円以内 

イ 高等専門学校（１年生から３年

生まで） 

国公立 ３０，０００円以内 １８０月 

私立 ３５，０００円以内 

ウ 高等専門学校（４年生及び５年

生） 

国公立 ５２，０００円以内 １８０月 

私立 ６０，０００円以内 

エ 短期大学 国公立 ５２，０００円以内 ９６月 

私立 ６０，０００円以内 

オ 大学（カに掲げるものを除く。） 国公立 ５２，０００円以内 １８０月 



私立 ６４，０００円以内 

カ 大学（医師を養成する課程に限

る。） 

国公立 １００，０００円以内 ２７０月 

私立 ２００，０００円以内 

キ 専修学校（高等課程（中学卒程

度）） 

国公立 ３０，０００円以内 １２０月 

私立 ３５，０００円以内 

ク 専修学校（専門課程（高校卒程

度）） 

国公立 ４９，０００円以内 １６８月 

私立 ５２，０００円以内 

 


